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1.  はじめに 





























                                                  
1  at 2000 prices and 2000 exchange rates 
  Source:  OECD  (2007),  OECD Factbook 2007   
2 OECD  (2001),  Innovation and Productivity in Services, Paris   
3  総務省統計局労働力調査 
4  これらは必ずしもサービスセクターのみを扱っているものではない。 
5  情報通信技術は米国では IT、欧州では ICT と表記されるケースが多い。本稿では特に断





























れまでの研究成果について、 主に 2000 年以降の代表的文献の紹介を通して整理
する。 




                                                  
6  例えば、規制の有無、IT の生産性成長に対する寄与の分析から、産業を規制・非規制、
IT 生産・利用という基準で分類することなどが行われている。   4
サービスセクターへの認識が従来の「非イノベーティブな停滞産業」というも
のから「新たな知識集約型成長産業」へと大きく転換した7。これにより、サー






可能であると考えられる。 なお、 2000 年以前の研究に関しては、 以下の Canadian 
Journal of Economics 特集号にその成果の多くが示されており、生産性パラドク
スがそれまで考えられていたほど大きくは無い可能性が示されている。 
 
著者  W. Erwin Diewert 他 (editors) 
タイトル  Special Issue on Service Sector Productivity Paradox 
出版  Canadian Journal of Economics, Vol.32 No.2 1999 年 
    主なトピック：有形、無形、サービスという新しい区分の提起（論点①） 
         金融に関する実証分析に基づく計測誤差の証明（論点①） 
         IT による Skilled Labour の補完（論点③） 
         投資と輸入によるスピルオーバー効果（論点③） 











ち、サービス自体に関しては国連統計部（United Nations Statistics Division）の生
産会計（The Production Account）における定義に従い9、また、サービスセクタ
                                                  
7 2000 年以前の研究では、各論点での研究の相互作用はほとんど発揮されていない。 
8  サービスセクターにおいて、 コンピュータの導入など多くの技術的改善が実現しているに
もかかわらず、それが統計データとしては観測されていないという問題。 
9  国連統計部ではサービスについて生産会計において以下のように記述している。 
  「サービスはそれに関して所有権を確立できる個別の実体ではない。サービスは生産と
切り離して売買されることが出来ない。サービスはオーダーに対して生産されるそれ  5






























URL:  http://unstats.un.org/unsd/sna1993/toctop.asp  
10国際標準産業分類 （the International Standard of Industrial Classification: ISIC） 第三版 （Rev.3）
においては、電力・ガス・水道事業は Producing Industries に含まれる。 
11  サービスセクターにおけるアウトプットの計測問題は、Griliches et al. (1992)によって当
時の研究成果がまとめられており参考になるが、 ここには当然 1990 年代後半に実現した IT
革命・新ビジネスの拡大・生産性リバイバルとそれに伴う研究の成果は反映されていない。 
12  サービスセクター以外では農林水産業、機械・装置・建設業について、生産期間と計測
















改良が進められており、米国における The Boskin Commission Report (1996)によ
る消費者物価指数(CPI)の見直しや英国における The Allsopp Review (2003), The 
Atkinson Review (2004)による統計データ構築や政府サービスの計測に関する提






の 3 つをあげており、 現在英国では the Office of National Statistics (ONS)により提










15  Sanada (2004)は 1985-1999 の期間における日本の小売業について分析を行い、サービス
の質の向上がデフレーターを上方にバイアスさせ、その結果アウトプットと生産性を下方
にバイアスさせているという結論を得ている。   7
画されている。また、日本においても内閣府経済社会総合研究所による日本版
SNA の改良などの努力が続けられている。さらに、データの改良ではないが、
EU を中心に生産性の国際比較を可能にする目的で EU KLEMS project による


























                                                  





18  Tily (2006)は英国におけるサービスのアウトプット計測に関するサーベイを行っている
が、ここでも金融・保険業の問題は他の産業とは区別して扱われている。 










として求めるアプローチが示されている。 Ervik et al. (2003)  はこの方法に基づい
























                                                  
20  オスロ・マニュアル（第三版）の特徴は非技術的生産物・プロセス（non-technological 
































































って示された Baumol’s Cost Disease 仮説の検証として議論がおこなわれてきた。
この仮説は以下に要約される。 
 
Baumol’s Cost Disease 仮説 
‘経済が成長部門（製造業）と停滞部門（サービスセクター）から構成される
とする。ここで、成長部門は継続的な技術進歩、高い資本蓄積、および規模の
                                                  
21  ビジネス関連サービスの重要性が拡大していることなど、OECD 諸国である程度共通し
て観察される現象も明らかになっている。 


















成果として Baumol’s Cost Disease は治癒されたこと主張した。 
これに対して、Nordhaus(2006)は戦後の米国経済において低生産部門のウェイ
ト上昇という構造変化が生産性成長率の低下（年率 0.5%）をもたらしたという
Baumol’s Cost Disease の存在を肯定する試算結果を明らかにしており、また





は見られず雇用は増大し続けている以上 Baumol’s Cost Disease は生産性リバイ
バルを実現した米国においてでさえ治癒されたとは言えないと主張した23。 
このような Baumol’s Cost Disease 仮説の検証とは別に、Wölfl (2003)  はサービ
ス産業における生産性計測ミスのマクロレベルの生産性に対する影響を考察す
るに際して、間接的ながら経済サービス化のあり方の違いがそれに大きく影響
することを示している。 Wölfl (2003)  ではマイナスの成長を記録したサービスア
ウトプットについて計測ミスが生じていると想定しその成長率をすべてゼロに
                                                  
23  Baumol’s Cost Disease の命題自体は、標準的な新古典派の経済成長モデルにおいて「最終
財の低い代替性」 という簡単な仮定条件をおくことで導くことが可能であることが Ngai and 
























いるのであろうか？この問題提起に対して、Corrado et al. (2006)の研究は一つの
可能性を示している。この論文で用いられたサブセクター化の方法論は、任意
の数（この論文では６）のサブセクターに産業をグループ分けする場合、各サ






                                                  
24  Domar Weight とは、産業の総産出（Gross Output）の産業横断的に集計された付加価値
（Value added） に対する比率のことである。 総産出には付加価値に加えて中間投入が含まれ
るため全産業（セクター）の Domar Weight の総和は必ず 1 以上になる。この値が小さけれ
ば小さいほど、各産業（セクター）の独立性は高いと考えられる。   13
























3-3.  論点③生産性成長の要因分析 





























の産業については、例えば、Madden et al. (2003)はアジア・太平洋地域の１２の
通信事業者について、1990 年代を通して、自由化により競争・民営化・技術変
化・ スケール効果などにより TFP 成長率が改善したことを明らかにした。 また、
Kordbacheh (2007)によれば、欧州及び太平洋地域の航空会社は自由化により
1995-2005 年の期間に効率性・生産性をともに大きく改善させたことが確認され






る」 と結論付けて特に大きな問題は無いと考えられる。 なお、 Nicoletti & Scarpetta
は彼等自身の結論について、質に問題のある規制指標のデータを用いて分析が
                                                  
25  この論文では規制指標について、economy-wide regulation, industry-level regulation, 
regulatory reform, privatisation の４つについて考察しており、それぞれ 0～6 の基数で与えら
れている。また、この規制指標を要素分析から導き出したウェイトで加重平均した値を
Summary indicators として使用している。 
26  これらの産業に対する研究は自由化が進んだ80年代後半～90年代に一度活性化された。
その後、効率性分析の方法論に大きな前進が見られたことなどから、近年は銀行業などに





Composition Effects  と、 多国籍企業との関わりを通じて地元企業の生産性自体が
上昇する Spillover Effects
28の両効果に対する分析が考えられる。 これらについて、
サービスセクターに関しては Griffith et al. (2004)が英国サービス企業のデータか









がるメカニズムについての研究は、この Spillover Effects の議論として考えるこ
とも出来ると思われる。 
  雇用と生産性の関係については、Ark et al. (2003)などにより、雇用と生産性の
トレードオフという論点で研究が進められている。彼らによると、雇用と生産
性のトレードオフは、サービスセクターにおいては製造業ほど強くは無く、ま













                                                  
27  製造業については、彼等のサーベイにおいても規制改革の効果がある程度確認される。 
28  Spillover effects はリバースエンジニアリングやコピーを通じて生産性が上昇する水平的
スピルオーバーと生産における前方・後方連関を通じて生産性が上昇する垂直的スピルオ
ーバーの二種類が存在すると考えられている。 
29  Rojas-Romagosa (2006)   16
いシステムについての研究が進められることが求められている。 
生産性決定要因としてのITについての研究はマクロレベルでも比較的数多く




における TFP 成長率の差がマクロレベルでの TFP 成長率の差になって現れて




についての代表的文献としては、 Ark (2002)をあげることが出来るが、 この OECD
諸国の労働生産性に関する分析においては、上述のように生産性格差の源泉が












うが 5 倍も大きい。 彼らはこの結果から、 コンピュータ化の生産性への寄与は、
従来の生産性分析では抜け落ちていた組織資本のような補完的な投入要素に関
する相対的に規模の大きいまた時間のかかる投資を伴って現れると解釈した。
これはコンピュータが General purpose technology であり、 その投資が生産性への
効果を実際に示すまでにはかなりの時間がかかるという Basu and Fernald (2006)
の産業別データによる研究結果に一致している。Brynjolfsson and Hitt (2003)では、
データ制約の問題もあり、コンピュータ化の生産性への寄与が何年で最大化さ
                                                  
30  企業レベルのデータを使った研究として、Nishimura et al. (2005)は企業活動基本調査（企
活）のデータを用いて産業ごとの企業間生産性収束の分析を行っており、技術進歩に強く
依存している IT 産業において生産性収束の速度が速いという結論を得ている。 






生産性決定要因に関する分析としては、 このほかに、 TFP 成長率を内部効果、
シェア効果、参入・退出効果などの寄与別に分析する方法も有力な研究手法と












然淘汰の崩壊」 が見られたという結論が得られている。 また、 金・権・深尾（2007）










                                                  














































































                                                  
36 CSPI は「企業間で取引される企業向けサービス」を対象範囲としており、帰属利子、商
業マージン、教育・研究・医療・保険・社会保障、公務等を除いたサービスについて指数
が作成されている。なお、本稿論説及び脚注における CSPI に関する記述は全て「2000 年


































                                                  
37 CSPI の基準年は 1985、1990、1995、2000 と 5 年毎に改定されており、現在の採用品
目は 110 である。また、ウェイト算定が可能なサービス取引額全体のうち、実際のウェイ




































                                                  
38  この実現に向けては、英国の The Allsopp Review (2003)が参考になると思われる。   22







































能性が高い。たとえば、Afonso and Aubyn (2005)は中等教育の効率性に関する国































                                                  




41 Bootstrap 法とは、観察データから復元抽出によって行われるリサンプリングのこと。 
42 MEA は DEA をベースにしている。   24
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（平成 18 年度経済産業省委託調査研究） 
 













（RIETI 政策シンポジウム、2007 年） 
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表１：日本標準分類平成 14 年度改訂版 
 
    大分類  中分類 小分類  細分類  
  A  農業  1  4  20   
  B  林業  1  5  9   
  C  漁業  2  4  17   
  D  鉱業  1  6  30   
  E  建設業  3  20  49   
  F  製造業  24  150  563   
  G  電気・ガス・熱供給・水道業  4  6  12   
  H  情報通信業  5  15  29   
  I  運輸業  7  24  46   
  J  卸売・小売業  12  44  150   
  K  金融･保険業  7  19  68   
  L  不動産業  2  6  10   
  M  飲食店・宿泊業  3  12  18   
  N  医療、福祉  3  15  37   
  O  教育、学習支援業  2  12  33   
  P  複合サービス事業  2  4  8   
  Q  サービス業（他に分類されないもの）  15  68  164   
  R  公務（他に分類されないもの）  2  5  5   
  S  分類不能の産業  1  1  1   
  計  19  97  420  1269   
ソース：総務省ホームページ   



























































２５）その他 国勢調査等  
















































































































































































































Solow Paradox  → 
→ Service  Sector  Productivity Paradox 
Griliches (1992):計測の問題を議論 
IT 革命 
Canadian Journal of Economics(1999)




生産性リバイバル（米国）    34
図３：DEA と MEA 
 
X1 
                                  X2 
仮定：生産要素は X1、X2 の二つであるとする。 
図において、F は１単位の生産を行うために必要な X1、X2 の組み合わ 
せによる生産フロンティア曲線であるとする。 
DEA：原点と非効率な生産 A（B）を結ぶ直線 OA（OB）と F の交点で生産が
効率化される。 （全ての生産要素は比例的に減少させられる） 
MEA：非効率な生産 A（B）と各生産要素を最大限減少させた場合のポイント Z
とを結ぶ直線と F の交点で生産が効率化される。 
   DEA は主体 B については非効率点を効率的と判定してしまう 
   MEA では主体ごとに特有の最適化を求めることが出来る              
A 
B
F 
X(DEA) 
Z
Z
X(DEA) 
X(MEA)
X(MEA)
O 